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１．サプライチェーン全体で求められる脱炭素経営 

 環境省が提供する「中小規模事業者のための脱炭素経営ハンドブック -温室効果ガス削減目標を

達成するために-」の序文では、「…中小企業にとっても、温室効果ガス削減の取組が光熱費・燃料

費削減という経営上の「守り」の要素だけでなく、売上の拡大や金融機関からの融資獲得といった

本業上のメリットを得られるという「攻め」の要素を持ちつつあると言えます。」ということが明記

されている。また、中小企業が脱炭素経営に取り組む５つのメリット 1を挙げた上で、「…「脱炭素

経営」を、事業基盤の強化や新たな事業機会の創出、企業の持続可能性強化のためのツールとして

認識・活用していくことが重要となります。」ということも明記されている。このように、2050 年

カーボンニュートラルの実現に向けて、中小企業における脱炭素経営の浸透への期待は大きい。 

 産業企業情報 No.2022-82（2022年７月 13日発行）で述べたとおり、脱炭素経営では、温室効果

ガスの排出削減について、企業自らだけではなく、サプライチェーン全体での目標設定等が求めら

れる。なかでも、Ｓｃｏｐｅ３3の削減については、取引先の協力がない限り実現できないため、取

引先を巻き込んだ包括的な対策が必要となる。 

 こうしたことから、今後、中小企業は、取引先の大企業から、排出削減の目標設定等をはじめ脱

炭素経営への転換を求められるようになるだろう。 

 

 
1 ５つのメリットとして、優位性の構築（自社の競争力を強化し、売上・受注を拡大）、光熱費・燃料費の低減、知名度
や認知度の向上、社員のモチベーション向上や人材獲得力の強化、新たな機会の創出に向けた資金調達において
有利に働くことが挙げられている。 
2 https://www.scbri.jp/PDFsangyoukigyou/scb792022F08.pdf を参照。 
3 Ｓｃｏｐｅ１、Ｓｃｏｐｅ２以外の間接排出（事業者の活動に関連する他社の排出）のこと。なお、Ｓｃｏｐｅ１は、事業者自
らによる温室効果ガスの直接排出(燃料の燃焼、工業プロセス)、Ｓｃｏｐｅ２は、他社から供給された電気、熱・蒸気の
使用に伴う間接排出である。 

「脱炭素」時代に取り残されないための中小企業経営 

藁品
わらしな

 和寿 

ポイント 

 脱炭素経営では、温室効果ガスの排出削減について、サプライチェーン全体での目標設定等が求

められる。そのため、今後、中小企業は、取引先の大企業から、排出削減の目標設定等をはじめ

脱炭素経営への転換を求められるようになるだろう。 

 中小企業における脱炭素経営の取組み意欲を醸成するため、わが国独自の枠組みとして、認定取

得の要件を緩和した「中小企業版ＳＢＴ」や、「ＲＥ１００」を中小企業等向けバージョンにし

た「再エネ１００宣言 ＲＥ Ａｃｔｉｏｎ（中小企業版ＲＥ１００）」が存在する。 

 「何から取り組んで良いのかわからない」等の課題を抱える中小企業にとって、費用負担はある

ものの、「中小企業版ＳＢＴ」や「中小企業版ＲＥ１００」への参加を検討してみることは一案

だろう。こうした枠組みへの参加は、最近多発している自然災害への備えという観点からも、有

用ではないだろうか。 
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２．中小企業の脱炭素経営で活用が期待される枠組み 

 産業企業情報 No.2022-8では、グローバルに活動するわが国大手企業による脱炭素に向けた目標

設定（ＳＢＴ4、ＲＥ１００5）の取組みは世界トップクラスであることを述べた。しかし、ＳＢＴ

では、削減目標の対象範囲がＳｃｏｐｅ３の排出削減まで広く含まれ、ＲＥ１００では、「影響力の

ある企業」であることが参加要件になっている等、中小企業にとってハードルが高い。 

 中小企業における脱炭素経営の取組み意欲を醸成するため、わが国独自の枠組みとして、認定取

得の要件を緩和した「中小企業版ＳＢＴ」や、「ＲＥ１００」を中小企業等向けバージョンにした

「再エネ１００宣言 ＲＥ Ａｃｔｉｏｎ（中小企業版ＲＥ１００）」が存在する。なお、環境省は、

中小企業版ＳＢＴ・ＲＥ１００の設定支援をしており、2020年度は、17社の応募企業のうち 15社

を支援し、そのうち 10社が認定を取得している 6。 

 そこで、以下では、この２つの枠組みに着目して概説する。 

（１）中小企業版ＳＢＴ 

 巽（2021）によると、ＳＢＴは、「パリ協定における「世界の気温上昇を産業革命前より摂氏

２度を十分に下回る水準に抑え、また 1.5度に抑えることを目指すもの」という目標が求める水

準と整合した、企業単位で設定する温室効果ガス排出削減目標のこと」である。なお、ＳＢＴは、

 
4 Science Based Targets の略。企業が環境問題に取り組んでいることを示す目標設定の一つのこと。運営主体は、
CDP（Carbon Disclosure Program）、WRI（世界資源研究所）、WWF（世界自然保護基金）、UNGC（国連グローバル・
コンパクト）である。 
5 Renewable Energy 100％の略。企業が自らの事業の使用電力を 100％再エネで賄うことを目指す国際的なイニシ
アティブのこと。運営主体は、CDP（Carbon Disclosure Program）、TCG（The Climate Group）である。 
6 詳細は、環境省「ＳＢＴ（Ｓｃｉｅｎｃｅ Ｂａｓｅｄ Ｔａｒｇｅｔｓ）について」（https://www.env.go.jp/earth/ondanka 
/supply_chain/gvc/files/SBT_syousai_all_20220801.pdf）の 108 頁を参照。 

（図表１）中小企業版ＳＢＴの概要 

 

（備考）環境省「ＳＢＴ（Science Based Targets）について」p.152 を基に信金中央金庫 地域・中小企業
研究所作成 

中小企業向けＳＢＴ < 参考 > 通常ＳＢＴ

対象
以下を満たす企業
・従業員500人未満・非子会社・独立系企業

特になし

目標年 2030年
公式申請日から、
５年以上先、10年以内の任意年

基準年 2018年、2019年、2020年から選択 最新のデータが得られる年での設定を推奨

削減対象範囲 Ｓｃｏｐｅ１、２排出量
Ｓｃｏｐｅ１、２、３排出量。ただし、Ｓｃｏｐｅ３がＳｃｏｐｅ１
～３の合計の40％を超えない場合には、Ｓｃｏｐｅ３目
標設定の必要はなし

目標レベル

・Ｓｃｏｐｅ１、２
　1.5℃：少なくとも年4.2％削減
・Ｓｃｏｐｅ３
　算定・削減（特定の基準値はなし）

下記の水準を超える削減目標を任意に設定
・Ｓｃｏｐｅ１、２
　1.5℃：少なくとも年4.2％削減
・Ｓｃｏｐｅ３
　２℃をはるかに下回る：少なくとも年2.5％削減

費用 申請１回あたり1,000米ドル（外税）

目標妥当性確認サービスは9,500米ドル（外税）（最大
２回の目標評価を受けられる）
以降の目標再提出は、申請１回あたり4,750米ドル（外
税）

承認までのプロセス
目標提出後、自動的に承認され、ＳＢＴｉ Ｗｅｂサイ
トに掲載

目標提出後、事務局による審査（最大30営業日）が行
われる。
事務局からの質問が送られる場合もある。
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日本語に直訳すると「科学的根拠に基づく目標」であることから、科学的根拠に基づいて二酸化

炭素排出量の削減目標を立てること、とも言い換えられよう。ＳＢＴでは、上記１で述べたとお

り、サプライチェーン排出量（Ｓｃｏｐｅ１～３の排出量の合計）の削減が求められる。 

 中小企業版ＳＢＴと通常のＳＢＴとの違いは、図表１のとおりである。中小企業版ＳＢＴにお

いて申請費用や承認までのプロセス等の負担が軽減されていることは、特筆すべき点であろう。 

 なお、環境省（2022）は、ＳＢＴに取り組むメリットを、ステークホルダー（関係者等）別に

整理している（図表２）。「投資家」を除くメリットは、中小企業版ＳＢＴについても共通するだ

ろう。 

（２）再エネ１００宣言 ＲＥ Ａｃｔｉｏｎ（中小企業版ＲＥ１００） 

 ＲＥ１００は、2014年に開始した、事業に使用する電力の 100％を再生可能エネルギー発電由

来の電力で調達することを目標に掲げる企業連合のことである。対象企業となる要件として、年

間電力消費量が 50ＧＷｈ（ギガワット時）未満の企業については、「グローバルまたは国内で認

知度・信頼度が高い」、「主要な多国籍企業（フォーチュン 1000 またはそれに相当）」、「その他、

ＲＥ１００の目的に利する国際的・地域的な影響力を持つこと」等が挙げられており 7、中小企

業にとっては、参加へのハードルがかなり高い。 

 そこで、中小企業版ＲＥ１００では、通常のＲＥ１００対象企業等を除く国内の企業、自治体、

機関等を対象に、認定要件を緩和 8して運営している（図表３）。また、参加費（年額）は、団体

区分および従業員数に応じて設定されている（図表４）。 

 なお、環境省（2022）は、ＲＥ１００に取り組むメリットを、図表５のとおり挙げている。ス

テークホルダーへのアピールをはじめさまざまなメリットが期待される。 

 
7 詳細は、環境省・みずほリサーチ＆テクノロジーズ（2022 年８月１日）「ＲＥ１００について」p.40-46 を参照。 
8 通常のＲＥ１００では、目標年を宣言し、事業全体を通じた 100％再エネ化にコミットする、もしくは既に 100％再エ
ネ化を達成していること等が認定要件とされている。 

（図表２）ＳＢＴに取り組むメリット 

 

（出所）環境省「ＳＢＴ（Science Based Targets）について（概要）」p.３ 
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（図表３）再エネ 100 宣言ＲＥ Ａｃｔｉｏｎの参加要件 

 
（出所）環境省「ＲＥ１００について」p.61 

（図表４）再エネ 100 宣言ＲＥ Ａｃｔｉｏｎに要する費用 

 

（出所）環境省「ＲＥ１００について」p.62 

（図表４）ＲＥ１００に取り組むメリット 

 
（出所）環境省「ＲＥ１００について（概要）」p.３ 
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３．中小企業を含めた脱炭素経営の促進に向けて 

 フォーバルグループ編集（2021）は、環境経営に取り組む意識がある企業であっても、３割弱が、

具体的な案がないと回答したアンケート結果を明らかにしている。 

 また、関東経済産業局（2022）は、地域企業がカーボンニュートラルに取り組むにあたってのポ

イントとして、①外部環境の変化を的確に捉える（将来の脅威に対して計画的に行動）、②生産性向

上・コスト削減につなげる（高効率機器の導入や徹底的な省エネの推進・現場改善等）、③新たな技

術革新ニーズへの対応などカーボンニュートラル産業への参入等）の３つを挙げている。 

 中小企業が抱える「何から取り組んで良いのかわからない」等の課題や、関東経済産業局が挙げ

るポイント等に対応するにあたって、費用負担はあるものの、中小企業版のＳＢＴやＲＥ１００の

枠組みへの参加を検討してみることは一案だろう。こうした枠組みへの参加は、最近多発している

自然災害への備えという観点からも、有用ではないだろうか。 

                                        以 上 

 

＜参考文献＞ 

・ 関東経済産業局（2022 年５月）「カーボンニュートラルと地域企業の対応<事業環境の変化と取組の方

向性>」 

・ 環境省（2022 年３月 18 日）「中小規模事業者のための脱炭素経営ハンドブック -温室効果ガス削減目

標を達成するために-」 

・ 環境省 関東地方環境事務所 脱炭素チーム（2022 年２月）「カーボンニュートラルに向けた地域での脱

炭素経営」 

・ 環境省・みずほリサーチ＆テクノロジーズ（2022 年８月１日）「ＳＢＴ（Science Based Targets）について」 

・ 環境省・みずほリサーチ＆テクノロジーズ（2022 年８月１日）「ＲＥ１００について」 

・ 世良多加絋（2021 年 12 月）「中小企業におけるカーボン・ニュートラルへの取組み～活用可能な支援

策と仕組みの紹介～」 

・ 巽直樹（2021）『カーボンニュートラル もうひとつの“新しい日常”への挑戦』日本経済新聞社出版 

・ フォーバルグループ編集（2021 年 12 月 24 日）「中小企業とグリーン グリーントランスフォーメーション

（ＧＸ）に向けて」 FOR SOCIAL VALUE -BLUE REPORT-2022 年１月号 

 


